
 

 
 

 
 

 

★寄附金税額控除制度について                                
本県では、ふるさと信州寄付金や共同募金会等への寄付に加え、民間公益活動の推進を図る観点から長

野県県税条例で指定した法人に対する寄付について、寄付者の個人県民税額から一定額を控除する寄付金

控除制度を設けています。 

・所得税の寄附金控除対象である法人のうち、県内に事務所・事業所を有するものに対する寄附金 

独立行政法人、公益社団・財団法人、学校法人（特定公益増進法人の証明を受けている法人に限る）、 

社会福祉法人、更生保護法人、認定を受けた特定非営利活動法人 等 

・知事又は教育委員会が所管する認定特定公益信託に対して支出された金銭 

・「地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄付金を受け入れる特定非営利活動法人定める条例」で 

定める特定非営利活動法人（県指定NPO法人）に対する寄附金 

※制度の詳細については県税務課のホームページをご覧ください 

ホームページ 

http://www.pref.nagano.lg.jp/zeimu/kurashi/kenze/aramashi/aramashi/kifukin.html  
 

★県に対する手続きについて                                  
特に手続き（指定の申請など）は必要ありません。 

※県指定NPO法人につきましては、申請が必要です。 
 

★法人・団体のみなさまに御協力いただく事務について                 
１ 寄附をされた個人の方への周知 

寄附をされた個人の方に、「寄附をした方、これから寄附を検討している方向けのチラシ」を交付する

などして、制度の周知をお願いします。 

２ 寄附金を受領した場合の寄附金受領証明書の交付 

寄附金を受領した場合、寄附者への「寄附金受領証明書」の交付をお願いします。また、貴法人が学校

法人や特例民法法人の場合には、特定公益増進法人である旨を主務官庁が証明した書類の写しの交付

をお願いします。 

３ 寄附者名簿の作成及び送付について 

県内に住所を有する個人の方から寄附金を受領した場合は、「寄附者名簿」（寄附者の住所、氏名、寄

附金額及び寄附金を受領した年月日を一覧表にしたもの）を暦年ごとに県内の市町村別に作成してく

ださい。 

作成した寄附者名簿は、寄附金を受領した年の翌年１月３１日までに、各市町村の住民税担当課あて

に送付してください（県に送付する必要はありません。）。また、寄附者名簿は作成後、７年間保存してく

ださい。 

【お願い】寄附者名簿の市町村への送付は、寄附をされた方が円滑に税額控除を受けるために 

必要ですので、御協力をお願いします。 
 

＜お問い合わせ先＞ 

長野県総務部税務課総務係 電話：026-235-7046（直通） 

～寄附金を受領される法人又は団体のみなさまへ～ 

【長野県の条例指定寄附金】 

個人県民税の寄附金税額控除についてのお知らせ 

「寄附をした方、これから寄附を検討している方向けのチラシ」、「寄附金受領証明書」や 

「寄附者名簿」の様式と記載例は県ホームページに掲載してあります。

http://www.pref.nagano.lg.jp/zeimu/kurashi/kenze/aramashi/aramashi/kifukin.htm
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チラシ（寄附受領法人あて） 

http://www.pref.nagano.lg.jp/zeimu/kurashi/kenze/aramashi/aramashi/kifukin.html

